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(様式４)継続事業中間評価調書   ( 年度実施事業)（事前評価 年 ) 評価確定日( 年 月 日 ）

事業ｺｰﾄﾞ 政策コード 政 策 名
施策コード 施 策 名

事 業 名
指標コード 施策目標(指標)名

(tel) 担当者名部 局 名 課 室 名 班名 担当課長名
 評　　価　　対　　象　　事　　業　　の　　内　　容 事業年度 年度 ～ 年度

３．事業目的（どういう状態にしたいのか）１－１．事業実施当初の背景（施策目標達成のためになぜこの事業が必要であったのか）

(重点施策推進方針との関係) 重点事業 その他事業

４．目的達成のための方法

 ①事業の実施主体
１－２．外部環境の変化及び事業推進上の課題

 ②事業の対象者･団体

 ③達成のための手段

２．住民ニーズの状況(事業継続中に把握したもの)
５．昨年度の評価結果等 継続 改善 見直しまたは休廃止受益者 一般県民 （時期： 年 月）①ニーズを把握した対象

②ニーズの変化の状況 a 増大した c 減少したb 変わらない ①評価の内容
③ニーズの把握の方法

アンケート調査 各種委員会及び審議会 ヒアリング インターネット
その他の手法 （具体的に )

④ニーズの具体的内容及び変化の状況の内容 ②評価に対

する対応

６．事業の全体計画及び財源 単位(千円)

事 業 内 訳 左　　の　　説　　明 年度 年度 年度年度 年度 年度順位 全体(最終)計画

財源内訳 左  の  説  明

国 庫 補 助 金

県　　　　　債
そ　　の　　他
一 般 財 源

令和03 令和01 令和03 07 05

0202020129 社会の変革へ果敢に挑む産業振興戦略

02 中小企業・小規模企業者の活性化と生産性向上中小企業・小規模事業者情報化促進事業
持続的発展に向けた企業の経営基盤の強化01

産業労働部 産業政策課デジタルイノベーシ デジタルイノベーション戦略班 2245 小林　栄幸 黒田　逸人

令和01 令和03

　中小企業・小規模事業者のＩＣＴ導入・活用を促進し、県内企業の人手不足への対応とともに、生　県内企業の人手不足や働き方改革への対応が急がれる中、県内の中小企業・小規模事業者において
産性や付加価値の向上が図られている状態。は、情報化が進んでおらず、国のＩＴ導入補助金（Ｈ２８補正、Ｈ２９補正）の採択件数においても

、本県は全国ワースト１位であり、商工団体や地元金融機関との連携のもと、中小企業・小規模企業
の経営者の意識改革も含め、その底上げが必要である。

● ○

県

県内中小企業・小規模事業者、商工団体、金融機関、その他企業支援機関　全国的な人手不足が進んでいるとともに、新型コロナウイルスの影響により、リモートワークやウ
ェブ等を活用したサービス提供など、ＩＣＴの活用に対するニーズが高まっている。

　県内商工団体、金融機関、その他企業支援機関等が連携し、中小企業の経営改善等を推進する「中
小企業支援ネットワーク」内に「情報化推進ワーキンググループ」を新設し、関係機関の連携を強化
するとともに、支援機関の指導員等のＩＣＴスキルの習得と小規模事業者のＩＣＴソリューション導
入を積極的に支援する。

● ○ ○■ □ R01 07

● ○ ○ （二次評価結果）

□ □ ■ □
□

　新型コロナウイルス感染拡大の影響もあり、商工会等の経営指導員に対する非対面業務（ＷＥＢ会

議等）の相談が増えている。また、リモートワーク環境整備支援事業補助金を活用した企業において

、リモートでの会議や報告等の業務は増加している。

0 60 1 0 2 0 40 3 0 5

情報化推進ワーキンググループ運営事業 県内中小企業・小規模事業者の情報化推進による生産性の向上や新製品・新サービスの創
01

出等を図るため、商工団体や金融機関、業界団体等からなる連携体制を構築する。         143          48         147                                            338

企業支援機関等ＩＣＴスキルアップ事業 県内中小企業・小規模事業者の情報化を促進するため、企業現場で経営課題に対応する経02
営指導員等のＩＣＴに関する知識習得等に資する研修を実施する。       2,601       2,409       2,036                                          7,046

小規模事業者ＩＣＴ活用促進事業 県内企業の人手不足への対応や働き方改革、生産性や付加価値向上を図るため、県内関係
03        10,646機関との連携により中小企業・小規模事業者のＩＣＴ活用を促進する。      10,646                                                        

県内産業情報化アクションプログラム事業 県内産業の情報化促進と県内ＩＣＴ企業の強化に向け、県内企業におけるＩＣＴやＩｏＴ
04 等情報技術の利活用状況等を把握し、施策の方針や具体の取組に反映する。                    1,282      1,282                                             

                                                                               

                                                                               

       19,312     14,672       2,457                             2,183            

自治体連携型持続化補助金         5,323                                       5,323                       

            0                                                                  

                                                                               

      2,457       2,183      9,349                                         13,989
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７．事業の効果を把握するための手法及び効果の見込み
１次評価

指標名 指標の種類 評価結果
事業の効果（事業目標は達成されているのかどうか） 適用の可否 可 不可成果指標 有

効
性
の
観
点

指標式 Ab 達成率８０％以上１００％未満 c 達成率８０％未満a 達成率１００％以上業績指標
【評価への適用不可又はｃの場合の理由】①年度別の目標値（見込まれる効果） 低減目標指標 該当 非該当 B

指　標 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 最終年度

目標a C指
標
Ⅰ

実績b
１ 事業の経済性の妥当性(費用対効果の対前年度比) 適用の可否 可 不可

b 0.9～1.1a 1.1～ c ～0.9
東北及び全国の状況

＝〔 〕〔 〕
（指標Ⅰ）

/②データ等の出典
＝ （指標Ⅱ） A③把握する時期 翌年度 翌々年度 月当該年度中 月月 【評価への適用不可又はｃの場合の理由】効

率
性
の
観
点

指標の種類指標名

成果指標指標式
B業績指標

低減目標指標①年度別の目標値（見込まれる効果） 該当 非該当 ２ コスト縮減のための取組状況
指
標
Ⅱ

最終年度年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 a 客観的で効果が高い指　標 b 取組んでいる c 取組んでいない
目標a 【コスト縮減に向けた具体的な取組内容又は取組んでいない理由】 C
実績b

東北及び全国の状況

②データ等の出典 A継続
③把握する時期 当該年度中 月 翌年度 翌々年度 月月 総

合
評
価

B改善して継続
◎指標を設定することができない場合の効果の把握方法 C見直し

①指標を設定することが出来ない理由
D休廃止

E終了

②見込まれる効果及び具体的な把握方法(データの出典含む) ２次評価

必要性 A B C C有効性 A B C 効率性 A B

A継続総
合
評
価

１次評価 評価結果 B改善して継続

課題に照らした妥当性 a cb C見直し
【
理
由
】

D休廃止

E終了
必
　
要
　
性
　
の
　
観
　
点

Aa c住民ニーズに照らした妥当性 b 評価結果の当該事業への反映状況等(対応方針)
【
理
由
】 B

c県関与の妥当性（民間、市町村、国との役割分担） a b
法令・条例上の義務 内部管理事務 県でなければ実施できないもの

C民間・市町村で実施可能であるが県が関与する必要性が認められるもの 政策評価委員会意見
【
理
由
】

国のＩＴ導入補助金の全体採択件数に対する本県の採択件数の割合

● ○●本県の採択件数／全体採択件数（％）
○○ ●○○

○ ● ○　指標１（ＩＴ導入補助金の採択数）は目標値を上回ったが、指標２については、研修参
01 02 03 04 0 5 0 6 0 7 加の要件として、原則６日間（終日）の受講を義務付けたため、参加に対する時間的なハ

ードルが高かったものと推測される。 ●       0.7                     0.3       0.6          0         0          0         0

      0.51                    0.49         0          0         0         0         0

○ ●ｂ／ａ   170%  81.7%     0%                               

○○ ○採択件数：全国44位
令和02年度の効果 令和01年度の効果

経済産業省
令和02年度の決算額 令和01年度の決算額

○○○● 0 3

企業支援機関等ＩＣＴスキルアップ研修受講者数

○スキルアップ研修の受講者数（人）

●●

○ ●
0 1 02 03 04 0 5 0 6 0 7 ○ ● ○

○        25         20                      20          0         0          0         0

　情報化推進ワーキンググループでの連携が進むように、事業者からのＩＣＴ利活用に係        14        14         0          0                      0         0         0
る相談シートを作成し、支援活動における費用対効果を上げるため、支援体制の効率化をｂ／ａ          56%    70%     0%                         
図っている。

不明

県独自集計 　本県におけるＩＴ導入補助金の採択事業者数は、以前として全国的な順位が低い。制度○
の周知を図るとともに、ＩＣＴ利活用を希望する事業者と県内ＩＣＴ事業者をマッチング○ ○● 0 3 ○ することでＩＴ導入補助金を活用できる案件を創出する。また、企業支援機関向けのＩＣ
Ｔスキルアップ研修は、経営指導員が参加しやすい日程で研修プログラムを再設定するな○
どの改善を実施する。

○

●

- - - - - -- - -

○
○

● ○ ○ ○
　人手不足や働き方改革のほか、新型コロナウイルス感染拡大の影響から、事業者による

○ＩＣＴを活用した非対面での事業実施やサービスの提供等のニーズが高まっており、更な
る支援が必要である。 ○

○● ○ ○
　ＩＣＴスキルアップ研修時の経営指導員等へのヒアリングによると、事業者からのＩＣ
Ｔ導入方法や活用方法に関する相談は増えている。

●

○○ ●
□ □ □

○■

　事業者のＩＣＴの利活用を促進するためには、事業者の経営課題に現場で対応する商工
団体や金融機関等との幅広い連携が必要である。
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